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大学等の質保証に資する定員管理の在り方について（論点①）

設置基準や同基準に基づく設置認可審査、認証評価における定員管理のほか、国立
大学運営費交付金や私立大学等経常費補助金、設置認可に係る定員管理に関し、今
日的な役割・目的についてどのように考えるか。

○ これまでの定員管理の役割・目的 ＝ 「教育環境の確保」
（具体的な担保措置）

①大学設置基準、②認証評価、③設置認可審査、④基盤的経費の配分、⑤経営指導 ※次頁参照

○ 大学を取り巻く近年の環境変化

①育成すべき人材像を表明する必要性
３つのポリシーの策定及び公表の義務化（平成29年学校教育法施行規則改正）や教学マネジメントの実施（令

和２年１月ガイドライン公表）により、各大学で育成すべき人材像を社会に対して公表する必要。

②社会との関係性の変化
大学の活動を社会に広く説明することで、理解と支持を得ることができるとともに、社会との対話を

進めることで教育研究の更なる充実にもつながるエンゲージメント型の大学運営の必要性。

③社会状況の急激な変化
Society 5.0や社会のＤＸ化、グローバル化が進展するとともに、人口減少下にある我が国社会にお

いて、社会の変化に対応するとともに、新たな社会変革を促していく人材を育成する必要性。

✓ 大学を取り巻く近年の環境変化を踏まえ「定員管理」の今日的な意義・目的について、どのように考
えるか。

例えば、従来の「教育環境の確保」に加え、各大学が自らの機能や使命を踏まえた一定の資質を有す
る者を、一定の規模で社会に輩出することを「定員管理」の意義・目的として位置付けることについて
どう考えるか。

✓ 「教育環境の確保」と「人材育成の使命」という観点から引き続き定員管理の仕組み自体は維持しつ
つ、併せて論点②にあるような弾力化・柔軟化を図ってはどうか。 2
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第８回質保証システム部会における関連する主な意見

○定員管理には、質保証のための教育環境の確保の話と、もう少し幅広いファンディングやマーケットの
話があることを共通認識として持った上で議論したほうがいいのではないか。

○質保証の裏側にあるのは、各大学のリソース。リソースと質保証の関係を成り立たせているところに定
員の問題が出てくる。そのリソースとは、教員の数や質、教員が教育に割ける時間、施設、通信環境、
学生の学びに割ける時間。これらのリソースを質保証につないでいくときに、学修者本位の教育におけ
る定員という概念はどう再定義され得るのかということを考える必要がある。

○教育の質を高めるためには、教員1人当たりの学生の数というのは少ないほうがいい。世界的に見ても、
日本の大学の学生数は教員に対して多い。それで、教育の質が担保されていない面がある。あるいは、
先生が非常に忙しく、研究の時間を削って教育に対峙しているというような現状。質を担保するために
は、社会が急激に変化しても、定員管理をきちんとやらないといけない。

○教育の環境確保のために大事になってくるのはST比。定員管理もST比が大きく異なれば取扱いが異なっ
てくる。ただ、実行可能性を考えると、ST比の基準値を決めて学生数を制限することはできないので、
少人数授業の確保と関連してくる。いかに少人数の授業を確保しているかというような論点も質保証の
中に組み込むことが必要ではないか。

○学生の卒業に責任を持てる教員と学生の比率が大事なのではないか。ただ単位を積み上げるのではなく、
最後に責任を持って学修成果を見ることができる体制になることが重要。

✓ 学生と教員の比率等、教育環境の確保という観点から引き続き定員管理を行う必要性はあると考えら
れるがどうか。

✓ 一方で、学修者本位の教育という観点から、定員管理の新たな定義としてどのようなことが考えられ
るか。



① 大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）
（収容定員）

第十八条 （略）
２ （略）
３ 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものとする。

② 認証評価 大学設置基準への適合性という観点から定員管理状況を確認

③ 設置認可審査
新たに大学等の設置等に係る認可をするに当たって、過去の平均入学定員超過率が一定

の基準未満であることを要件としている。

④ 基盤的経費の配分
国立大学法人運営費交付金や私立大学等経常費補助金において、定員充足状況／定員超

過状況に基づき、不交付ないし減額等の措置が講じられている。

⑤ 経営指導
学生確保は大学の経営を安定的に行うための重要な要素であり、経営基盤を安定させ、

教育の質を維持・向上させる観点からも、文部科学省による経営指導の際、定員未充足が
著しい場合に必要な指導・助言を行ってきた。

（参 考）
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大学等の質保証に資する定員管理の在り方について（論点②）

定員管理について、入学定員から収容定員へ、学部単位から大学単位へ、単年度単
位から複数年度単位へ見直すことについてどのように考えるか。その際、学部等専
門分野別の教員数確保や学生の学修環境確保の観点についてどのように考えるか。

○ 定員管理の単位の現状

✓ 現在、定員管理については、それぞれの政策手段ごとに各々の管理の仕組みが取られて
いるが、それぞれの関係は合理的なものになっているか。また、大学や社会に対して分
かりやすい制度となっているか。

✓ 社会が加速度的に変化する中にあって、大学の自主性・自律性を生かした取組を促すた
め、定員管理の弾力化・柔軟化についてどう考えるか。（例えば、入学定員ベースから
収容定員ベースに／単年度から複数年度での管理／学部学科単位から大学単位）

①大学設置基準 ：学部ごとに定める収容定員を単位に管理
※平成３年に学生定員（入学定員）→収容定員に変更

②設置認可審査 ：学部単位の平均入学定員超過率に基づき管理
※平成12年度申請分から、収容定員→入学定員に変更（厳格な成績評

価の実施に伴う留年生の増に備え）

③基盤的経費の配分：学部単位・大学単位、入学定員・収容定員双方に基づき管理

④その他の財政支援：大学教育再生戦略推進費は入学定員・収容定員双方に基
づき、修学支援新制度は収容定員を単位に対応。

○ 社会状況の急激な変化
Society 5.0や社会のＤＸ化、グローバル化が進展するとともに、人口減少下にある我

が国社会において、社会の変化に対応するとともに、新たな社会変革を促していく人材を
育成する必要性。
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第８回質保証システム部会における関連する主な意見

（質保証のための制度と政策手段としての制度）
○定員管理には、質保証のための教育環境の確保の話と、もう少し幅広いファンディングやマーケットの
話があることを共通認識として持った上で議論したほうがいいのではないか。
○入学定員と私学助成とのリンクは、制度の問題と政策の問題と分けられる部分もあるのではないか。

（弾力化・柔軟化の方向性）
○定員管理の弾力化・柔軟化、すなわち、入学定員ベースから収容定員ベースに、単年度から複数年度で
の管理に、学部・学科単位から大学単位の管理にというふうに移行すること自体には賛成。

（単年度から複数年度の平均へ、入学定員から収容定員に）
○学部単位の入学定員から大学単位での収容定員で行うということ、それから、単年度ではなくて複数年
度の平均を見ることにしてほしい。

○入学定員と文科省による私学助成とがリンクされているということが、一番大きな問題。私学としては、
学部ごとではなく大学全体で、入学定員ではなく収容定員で評価してほしい。

○1点刻みの入試からの脱却のため、一番大きな足かせになっている入学定員の厳格な管理を考え直してい
ただきたい。

（学部学科単位から大学単位に）
○大学における教育は、学部単位ではなく各学部が連携した教育、あるいは、学年横断的な教育へ移行し

ているので、入学定員だけ学部単位で発想するのはやめ、大学単位にしてほしい。
○大学全体で定員を管理する場合、教員の専門性の確保は別の論点として挙げる必要がある。
○学部から大学全体の定員管理にすることを考える場合には、担当する大学教員の専門性をどう保証して
いくのか、ST比をどう考えるのかといった課題を議論すべき。

○定員の学部単位から大学単位へというのは、大学運営の柔軟性という意味ではすごくいい。だが、学部
間で定員未充足・超過があり、大学全体としては定員通りということで本当にいいのか。

○大学単位で定員管理をする場合、定員に対する教員数を考えたとき、学位の質保証とつながるのか。教
員をあちこちに異動させられるのであれば十分あり得る。

○定員管理を大学全体にすると、学科間の定員充足に偏りが出ることも想定されるため、ある程度きめ細
かい確認は必要ではないか。全体がちょうど充足していればいいというやり方がまかり通るようになっ
てはいけない。
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✓ 定員管理について、柔軟化・弾力化する方向で検討するとともに、定員管理の制度について見直すに
当たっては、設置基準や設置認可等の制度上の定員管理と、私学助成や設置認可申請の際の取扱いと
いった政策的な取扱いを分けて考える必要があると考えられる。

✓ 私学助成や設置認可申請の際の取扱いについては、大学設置基準が収容定員を基に管理することと
なっていることから、大学設置基準に合わせて入学定員による管理から収容定員に基づく管理に見直す
こととしてはどうか。開設から完成の年度までの間の扱いはどのように考えるか。

✓ 一方で、学部学科単位から大学単位に収容定員を見直すことについては、学位の質の保証の観点から
懸念の声が示されているが、どのように考えるか。

✓ これらを踏まえ、次頁のように定員管理の在り方を見直してはどうかと考えるがどうか。

✓ また、定員管理を柔軟化・弾力化する場合、どのように質保証システム全体として質を保証すること
が適当と考えるか。
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事項 現状 課題 見直しの方向性 効果

法令及
び運用

大学設
置基準

・学科・課程を単位として学部ごとに
定める収容定員に基づき管理。
・収容定員に応じ、専任教員数や校
地校舎の面積等をそれぞれ算定。

・組織に着目した規定と
なっており、プログラムを
実施するための人員配
置ではなく、組織を維
持するための人員配置
となりがち。
・大学内での学部学科
の再編が円滑に行いに
くい。

・現行の収容定員に基づく管
理の在り方は維持しつつ、学
部等連携課程制度の利活
用を促進。
※設置基準の関連規定（専
任教員数や校地校舎の面
積等）については上記観点
も踏まえながら、今後、各個
別論点で検討。

・引き続き学科・課程を単位とす
ることで、学位プログラムとしての
教育の質を維持しつつ、柔軟な
学部学科の編成を促進する。

設置認
可審査
（設置
認可の
単位）

・収容定員に応じ、設置基準に照ら
して専任教員数や校地校舎の面
積等を審査することに加えて、学生
確保の見通しも審査。

・設置基準の見直しの検討に
合わせて対応。

政策上
の取扱
い

設置認
可審査
（定員
超過の
際の取
扱い）

・学部単位の平均入学定員超過率
が一定値以上の場合には認可をし
ない。

・大学内での学部学科
の再編が円滑に行いに
くい。

・平均入学定員超過率を、平
均「収容定員」超過率に見
直し。
・その際、厳格な成績管理との
両立を図る観点から、過年
度在学生を含めた質保証は
別途検討。

・より柔軟な学部学科の編成を
可能とする。

経常費
の配分
等の財
政措置

・私立大学等経常費補助や国立大
学運営費交付金において、学部単
位・大学単位で収容定員や入学
定員の超過率に応じて減額措置
等の措置を実施。

・過度な入学者調整
（追加募集 ・合格
等）のため、一部の受
験生が不安定な状況
に置かれている。
・毎年度大幅に基盤的
経費が増減すると安定
した大学経営や教育
研究が困難になる可
能性。

・資源配分における算定の単
位を、入学定員による単年
度管理から収容定員による
複数年度管理に見直し。
（※定員管理は収容定員に
一本化の上、教育の質の確
保ための収容定員管理の厳
格化を検討）

・大学にとっては入学者調整の負
担軽減となり、受験生にとっては
不安定な状況が緩和される可
能性がある。
・中長期を見据えた計画的な教
育研究運営・投資環境の確保
に係る、単年度あるいは突発的
な事態の影響を緩和。



① 大学設置基準における定員管理
・大学基準協会が定める「大学基準」時代から大学設置基準創設を経て、平成３年の設置基準大綱化され

るまでの間、教員組織、施設設備等を総合的に考慮して定める「学生定員」（＝入学定員）として規
定。

・平成３年の設置基準大綱化の際に、編入学定員の設定の必要性（女子の進学希望が増加する中、短期大学から４年

制の大学への編入学が相当数発生することが予想されること、産業構造の変化に伴い社会人の編入学の要請が強まることが予想さ

れること 等）から収容定員に基づく管理へと変更。

③ 基盤的経費の配分
（私学助成）
・入学定員充足率（直近年度）が一定の基準を超えた場

合に私学助成を全額不交付とする措置を実施。
・学部等ごとの収容定員に対する在籍学生数の割合（収

容定員充足率）に応じた私学助成の増減調整を実施。

（参 考）

② 設置認可審査における定員管理
・新たに大学等の設置等に係る認可をするに当たって、過去の平均入学定員超過率が一定の基準未満であ

ることを要件としている。
・制度創設当初は、収容定員に対する在学者の割合で算定されていたが、平成10年の「21世紀答申」にお

いて厳格な成績評価と合わせて留年者の定員上の取扱いにおける配慮が求められたことから入学定員
に対する入学者の割合で算定する方式へと変更。

（国立大学法人運営費交付金）
・各学部の定員超過率が一定基準以上になった場合、超過した学

生数分の授業料収入相当額（学部（昼間）であれば1人当たり
53.6万円）を中期目標期間終了時に国庫返納。

※入学定員、収容定員双方で実施。

④ その他の財政支援
・大学教育再生戦略推進費については、入学定員超過率（大学単位／学部単位）及び収容定員充足率（学

部単位）が一定の基準を満たしていない場合には申請不可。
・修学支援新制度については、収容定員の充足が３年連続で８割未満かつ他２要件すべてを満たさない場

合、対象機関として不確認に。
9
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大学等の質保証に資する定員管理の在り方について（論点③）【前回議論を踏まえ追加】

定員管理を実施するに当たって、留学生や社会人を学生数の算定から除外すべきで
はないかという意見があったが、教育環境の確保という観点からどのように考える
か。

✓ 多様性の確保による教育環境の高度化に関し、以前から留学生や社会人等の受入れを促
進する観点での制度改正等がこれまでも行われてきたが、さらに促進を図るためにはど
のような方策が考えられるか。その際、ここまでの定員管理の議論を踏まえ、教育環境
の確保との関係をどう考えるか。

10

第８回質保証システム部会における関連する主な意見

○留学生定員を内数にするのか外数にするのか。諸外国における学部定員の取扱いを参考にすると、自国
民や在留市民への教育機会の確保のための財政と収容力は確保する一方、より卓越した人材の獲得や教
育サービスの輸出のために留学生を受け入れていくという流れもある。留学生について、自己負担を原
則に広げてもいいという議論もあり得る。

○留年者の定員上の取扱いについて、厳格な成績評価・卒業認定の観点や、卒業・入学時期の柔軟化の観
点から、定員管理とどう結びつけていくのかを議論すべきではないか。

○フルタイム学生だけではなく、留学生や、科目等履修生のような社会人学生も考慮して、学生の定義を
見直す必要が出てくる。

※社会人・留学生関連データ：参考資料４ 25p～29p



（参 考）
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と

し
、
学
部
ご
と
に
学
則
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

２

学
生
定
員
は
、
学
科
目
又
は
講
座
の
数
、
教
員
組

織
、
教
室
、
実
験
・
実
習
及
び
演
習
の
施
設
、
保

健
衛
生
及
び
体
育
の
施
設
並
び
に
設
備
そ
の
他
を

総
合
的
に
考
慮
し
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

大学基準（大学基準協会 昭和二十二年決定）
【昭和28年最終改訂】

大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）
【昭和31年10月22日制定】

大学設置基準の主な変遷（定員関係）①

※

上
記
規
定
の
ほ
か
、
専
任
教
員
数
、
校
舎
面
積
等

に
つ
い
て
「
入
学
定
員
」
に
基
づ
き
算
定
す
る
規

定
が
設
け
ら
れ
て
い
た
。

第
五
章

学
生
定
員

（
学
生
定
員
）

第
十
七
条

学
生
定
員
は
、
学
科
、
課
程
等
を
単
位
と

し
、
学
部
ご
と
に
学
則
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

２

学
生
定
員
は
、
学
科
目
、
講
座
等
の
数
、
教
員
組

織
、
教
室
、
実
験
・
実
習
及
び
演
習
の
施
設
、
保

健
衛
生
及
び
体
育
の
施
設
並
び
に
設
備
そ
の
他
を

総
合
的
に
考
慮
し
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

【昭和48年11月28日改正】

昭
和
48
年
11
月
28
日
文
大
大
第
４
７
６
号
「
大
学

設
置
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
制
定
に
つ
い

て
（
通
達
）
」
（
抄
）

Ⅰ

趣
旨

今
回
の
改
正
は
、
去
る
九
月
二
十
九
日
公
布
さ

れ
た
国
立
学
校
設
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
三
号
）
に
よ
り
学

校
教
育
法
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、
大
学
に
学
部
以

外
の
教
育
研
究
上
の
基
本
と
な
る
組
織
（
以
下

「
学
部
以
外
の
基
本
組
織
」
と
い
う
。
）
を
置
く

こ
と
が
で
き
る
も
の
と
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
学

部
以
外
の
基
本
組
織
の
設
置
基
準
上
の
取
扱
い
を

定
め
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
機
会
に
、
授
業
科
目

の
区
分
の
取
扱
い
及
び
授
業
期
間
に
つ
い
て
弾
力

化
を
図
る
な
ど
、
各
大
学
が
そ
の
特
色
を
生
か
し

て
多
様
な
教
育
研
究
を
展
開
し
う
る
よ
う
所
要
の

措
置
を
講
じ
た
も
の
で
あ
る
。
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第
五
章

収
容
定
員

（
収
容
定
員
）

第
十
八
条

収
容
定
員
は
、
学
科
又
は
課
程
を
単
位
と

し
、
学
部
ご
と
に
学
則
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ

る
昼
夜
開
講
制
を
実
施
す
る
と
き
は
こ
れ
に
係
る

収
容
定
員
を
、
編
入
学
定
員
を
設
け
る
と
き
は
入

学
定
員
及
び
編
入
学
定
員
を
、
そ
れ
ぞ
れ
明
示
す

る
も
の
と
す
る
。

２

収
容
定
員
は
、
教
員
組
織
、
校
地
、
校
舎
等
の
施

設
、
設
備
そ
の
他
の
教
育
上
の
諸
条
件
を
総
合
的

に
考
慮
し
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

大学設置基準の主な変遷（定員関係）②

平
成
15
年
3
月
31
日
文
科
高
第
１
６
２
号
「
学
校

教
育
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
の
施
行
に
つ
い

て
（
通
知
）
」
（
抄
）

五

大
学
設
置
基
準
の
一
部
改
正

（
六
）

収
容
定
員

大
学
は
、
教
育
に
ふ
さ
わ
し
い
環
境
の
確
保
の

た
め
、
在
学
す
る
学
生
の
数
を
収
容
定
員
に
基
づ

き
適
正
に
管
理
す
る
も
の
と
し
た
こ
と
。

【平成3年6月3日改正】

平
成
3
年
6
月
24
日
文
高
大
第
１
８
４
号
「
大
学

設
置
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
施
行
等
に
つ

い
て
（
通
知
）
」
（
抄
）

Ⅰ

趣
旨

今
回
の
改
正
の
主
知
は
、
個
々
の
大
学
が
、
そ

の
教
育
理
念
・
目
的
に
基
づ
き
、
学
術
の
進
展
や

社
旗
の
要
請
に
適
切
に
対
応
し
つ
つ
、
特
色
あ
る

教
育
研
究
を
展
開
し
得
る
よ
う
、
大
学
設
置
基
準

の
大
綱
化
に
よ
り
制
度
の
弾
力
化
を
図
る
と
と
も

に
、
（
略
）

二

教
育
研
究
上
の
基
本
組
織
に
つ
い
て

（
二
）

専
任
教
員
数
に
つ
い
て

②

専
任
教
員
数
の
基
準
を
定
め
る
別
表
に
つ
い

て
、
編
入
学
定
員
の
設
定
を
可
能
に
す
る
た
め
、

入
学
定
員
に
基
づ
き
算
定
す
る
方
式
か
ら
収
容
定

員
に
基
づ
き
算
定
す
る
方
式
に
改
め
る
と
と
も
に
、

（
略
）

五

収
容
定
員
に
つ
い
て

（
一
）

前
記
の
（
二
）
の②

及
び
左
記
八
の

（
一
）
の④

の
と
お
り
専
任
教
員
数
及
び
校
舎
面

積
の
基
準
を
収
容
定
員
に
基
づ
き
算
定
す
る
方
式

に
改
め
た
こ
と
に
伴
い
、
学
則
で
定
め
る
べ
き
事

項
に
つ
い
て
も
、
「
学
生
定
員
」
を
「
収
容
定

員
」
に
改
め
た
こ
と
。

（
二
）

収
容
定
員
を
学
則
で
定
め
る
に
当
た
っ

て
は
、
昼
夜
開
講
制
を
実
施
す
る
と
き
は
こ
れ
に

係
る
収
容
定
員
を
、
編
入
学
定
員
を
設
け
る
と
き

は
入
学
定
員
及
び
編
入
学
定
員
を
、
そ
れ
ぞ
れ
明

示
す
る
も
の
と
し
た
こ
と
。

第
五
章

収
容
定
員

（
収
容
定
員
）

第
十
八
条

（
略
）

２

（
略
）

３

大
学
は
、
教
育
に
ふ
さ
わ
し
い
環
境
の
確
保
の
た

め
、
在
学
す
る
学
生
の
数
を
収
容
定
員
に
基
づ
き

適
正
に
管
理
す
る
も
の
と
す
る
。

【平成15年3月31日改正】
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○大学設置基準において、収容定員は、学科・課程を単位として、学部ごとに定めることとされている。
○収容定員の規模に応じて、教員数や校地・校舎の規模等の最低限必要となる教育環境の水準が定められている。
○大幅な定員の超過や不足に対しては、学部・学科等の設置や基盤的経費の配分等において不認可や減額等がある。

公私立大学の学部等の設置等の認可の基準について定めた告
示により、学部単位（学部の学科ごとに修業年限が異なる場合
は学科単位）の平均入学定員超過率（申請年度から過去４
年等（＝修業年限）の入学定員に対する入学者の割合の平
均）が一定値以上の場合は、認可しないことを規定。国立大学
の「意見伺い」についても、この基準に準ずることとしている。

国立大学について、各学部の定員超過率が一定基準以
上になった場合、超過した学生数分の授業料収入相当
額（学部（昼間）であれば1人当たり53.6万円）を中
期目標期間終了時に国庫返納する。

○入学定員（１年次）に対する入学者数の定員超過
（学部毎に算定）

○認可の基準における平均入学定員超過率に係る要件

大規模学部（学部入
学定員300人超）

中規模学部（学部入
学定員100人超300人

以下）

小規模学部（学部入
学定員100人以下）

105%以上 110%以上 115％以上
○収容定員（2年次以降）に対する在席者数の定員超過

（学部毎に算定）

大・中規模学部（学部
入学定員100人超）

小規模学部（学部入学
定員100人以下）

110%以上 120％以上

※上記の入学定員（1年次）に対する定員超過における控除対象の
留学生に加え、休学者や2年以内の留年者（2年間海外留学をしてい
た場合は3年以内の留年者）について控除して超過率を算出。ただし、
全科目で学修目標、授業方法・計画、成績評価基準の明示、成績評
価にGPA制度を導入、成績不振の学生への個別指導（面談、補修
等）を行うことが条件。

区分 大学 短期大学 高等専門
学校

大学規模
（収容定員）

4000人以上 4000人
未満

学部規模
（入学定員）

300人
以上

100人以
上300人
未満

100人
未満

1.05
未満

1.10
未満

1.15
未満

1.15
未満

1.15
未満

1.15
未満

※国費留学生、外国政府派遣留学生、大学間・学部間交流協定に
基づく私費留学生、留学生のための特別コースに在籍する私費留学生
については、控除して超過率を算出。

私立大学について、
○入学定員充足率（直近年度）が一定の基準を超えた場合に私
学助成を全額不交付とする措置を実施。

大学規模別 収容定員
8,000人以上

収容定員
4,000～8,000人

収容定員
4,000人未満

入学定員充足率 1.10倍以上 1.20倍以上 1.30倍以上

○学部等ごとの収容定員に対する在籍学生数の割合（収容定員
充足率）に応じた私学助成の増減調整を実施。

増減率 ▲11％…▲20％…▲30％…▲40％……▲50％

収容定員充足率 89％ … 80％ … 70％ … 60％ … ～51％
※医歯学部については別途設定 ※収容定員充足率50％以下は不交付

定員管理に関する取扱い（適正な定員管理を促す規定）

14
※大学教育再生戦略推進費では、認可の基準・国立・私学の取扱い
を参考に設定する入学定員超過率を超過した場合、申請不可。



定員管理に関する取扱い（入学定員・収容定員別）①

観
点

仕組み 入学定員 収容定員

質
保
証

大学設
置基準

編入学定員を設けるときは入学定員及び編入
学定員を明示。
※短期大学設置基準では専任教員数や校地校舎の面積
等を入学定員に応じて算定。

学科・課程を単位として学部ごとに定め、教育にふさわ
しい環境確保のため、在籍学生数を収容定員に基づ
き適正に管理。
収容定員に応じ、専任教員数や校地校舎の面積等
をそれぞれ算定。

認可・
届出

公立大学の収容定員変更は届出事項。
私立大学の既設学部等の収容定員変更のうち、大
学全体収容定員を増員する場合は認可事項、増員
しない場合は届出事項（大学院の収容定員変更は
届出事項）。

情報公
表

入学者の数を公表。 収容定員及び在学する学生の数を公表。

認証評
価

認証評価機関の定める評価基準によって、入学定員に基づくか、もしくは収容定員に基づくかは異なるも
のの、定員管理の状況について確認。

設
置
認
可

大学設
置認可

学部単位の平均入学定員超過率が一定値以
上の場合は認可しない。

設置計
画履行
状況等
調査

一定以上の入学定員の未充足又は超過があ
れば改善を要求。未充足が著しい場合には、
状況に応じ、入学定員の見直しの検討を要求。

15



定員管理に関する取扱い（入学定員・収容定員別）②

観
点

仕組み 入学定員 収容定員

財
政
支
援

国立大
学法人
運営費
交付金

学部単位の入学定員に対する定員超過率が一定
値以上の場合、超過した学生数分の授業料収入
相当額を国庫返納。

学部単位の収容定員（２年次以降）に対する定員超
過率が一定値以上の場合、超過した学生数分の授業料
収入相当額を国庫返納。
学部・大学院（修士，博士，専門職）単位の収容定
員充足率90％未満の場合、学生経費のうち未充足分に
相当する額を国庫返納。

私学助
成

（大学）大学全体の入学定員充足率（直近年
度）が一定の基準を超えた場合は全額不交付。
（学部）学部単位の入学定員充足率（直近年
度）が一定の基準を超えた場合は全額不交付。

（大学・学部）収容定員充足率が一定の基準を超えた
場合は全額不交付。
（学部）収容定員充足率が50％以下の場合は全額不
交付。

大学教
育再生
戦略推
進費

（大学）全学の入学定員超過率（過去４年平
均又は直近）が一定値以上の場合、当該大学は
申請不可。
（学部）学部単位の入学定員超過率（過去４
年平均又は直近）が一定値以上の場合、当該
学部は申請不可。

（学部）学部単位の収容定員充足率（直近の修業年
限期間中）が70％未満の場合、当該大学は申請不可。

修学支
援新制
度

収容定員の充足が３年連続で８割未満かつ他２要件
全て満たさない場合、対象機関として不確認。

経
営
指
導

学校法
人運営
調査

入学定員充足は学納金収入等に直結する観点
の一つとして、一定以下の割合の場合に必要な指
導・助言を実施。
定員未充足が著しい場合等には、状況に応じ定
員の見直しを検討するよう指導を行う場合もある。

収容定員充足は学納金収入等に直結する観点の一つと
して、一定以下の割合の場合に必要な指導・助言を実施。
定員未充足が著しい場合等には、状況に応じ定員の見
直しを検討するよう指導を行う場合もある。
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定員管理の適性化に関する提言等

◆まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成２６年１２月２７日 閣議決定）抄
【主な施策】
◎ (2)-(ウ) 「地方大学等創生５か年戦略」
② 地元学生定着促進プラン（地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市部の大学等から地方企業への就職を促進するための具体
的な措置、学校を核とした地域活性化及び地域に誇りを持つ教育の推進）
地方大学等への進学、地元企業への就職や都市部の大学等から地方企業への就職を促進するため、奨学金（「地方創生枠（仮称）」
等）を活用した大学生等の地元定着の取組や、地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に向けた取組への支援策等を
講ずるとともに、都市部の大学生等が地方の魅力を実体験できる取組を推進する。さらに、大都市圏、なかんずく東京圏への学生集中の現状
に鑑み、大都市圏、なかんずく東京圏の大学等における入学定員超過の適正化について資源配分の在り方等を検討し、成案を得る。

◆「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について（第６次提言）（平成２７年３月４日 教育再生
実行会議）抄
３．教育がエンジンとなって「地方創生」を
（学生等の地方への定着等）
○ 大学進学時には、地方から都市部への大きな人口流出が生じているが、その背景には、都市部の大学等において定員を上回る学生を受け
入れている実態があり、教育環境を改善する観点からも、この状況を是正する必要がある。このため、国は、入学定員超過に対する基盤的経
費の取扱いの更なる厳格化など、特に大都市圏の大学等における入学定員超過の適正化について検討し、成案を得る。

◆まち・ひと・しごと創生基本方針２０１５ －ローカル・アベノミクスの実現に向けて－（平成２７年６月３０日 閣議決定）抄
２．地方への新しいひとの流れをつくる （５）地方大学等の活性化 ②地元学生定着促進プラン
【具体的な取組】
◎大学生等の地元定着の促進
私立大学等経常費補助金の配分や国立大学法人運営費交付金の取扱いにおける入学定員超過の適正化に関する基準の厳格化等を本
年中に措置することを通じ、大学等における入学定員超過の適正化を図り、大都市圏への学生集中を抑制する。

◆２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（平成３０年１１月２６日 中央教育審議会）抄
Ⅳ．１．高等教育機関への進学者数とそれを踏まえた規模
2040年には、18歳人口が約88万人、現在の規模と比較すると約74％になり、大学進学者数は約51万人に減少することが予想されている。
各高等教育機関は、「18歳中心主義」を維持したままでは現在の規模を確保することができないということを認識した上で、いかに学生の可能
性を伸ばすことができるかという教育改革を進め、その観点からの規模の適正化について検討する必要がある。
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（専任教員数）
第十三条 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模に応じ定める教授等の数
（共同学科を置く学部にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる教
授等の数と第四十六条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員の数を合計した数）と別表第二により大学全体
の収容定員に応じ定める教授等の数を合計した数以上とする。

大学設置基準（専任教員、収容定員）

別表第一 イ 抜粋

別表第二

(収容定員)
第十八条 収容定員は、学科又は課程を単位とし、学部ごとに学則で定めるものとする。この場合において、第二十六条の規定
による昼夜開講制を実施するときはこれに係る収容定員を、第五十七条の規定により外国に学部、学科その他の組織を設ける
ときはこれに係る収容定員を、編入学定員を設けるときは入学定員及び編入学定員を、それぞれ明示するものとする。
２ 収容定員は、教員組織、校地、校舎等の施設、設備その他の教育上の諸条件を総合的に考慮して定めるものとする。
３ 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものとする。
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(校地の面積)
第三十七条 大学における校地の面積(附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。)は、収容定員上の学生一
人当たり十平方メートルとして算定した面積に附属病院建築面積を加えた面積とする。

２ （略）
３ 昼夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、履修方法、施設の使用状況等を考慮して、教育に支障の
ない限度において、第一項に規定する面積を減ずることができる。

（校舎の面積）
第三十七条の二 校舎の面積は、一個の学部のみを置く大学にあつては、別表第三イ（１）若しくは（２）又はロの表に定め
る面積（共同学科を置く場合にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得ら
れる面積に第四十八条第一項の規定により得られる当該共同学科に係る面積を加えた面積）以上とし、複数の学部を置く大
学にあつては、（略）

大学設置基準（校地・校舎の面積）
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収容定員に関する大綱化以降の大学設置基準の弾力化（平成３年）

編入学定員の設定を可能とするため、専任教員数及び校舎面積の基準を入学定員に基づき算定する方式から収容定員
に基づき算定する方式に改めたことに伴い、学則で定めるべき事項についても「学生定員」を「収容定員」に改めた。



【収容定員の変更に対する行政の関与】
○ 私立大学の収容定員は、既設学部等の収容定員変更のうち大学全体で増員する場合は、認可が必要。既設学
部等の収容定員変更でも、大学全体で増員しない場合や大学院の収容定員変更は届出で可能。（公立大学は
届出、国立大学は原則定員増を認めていない。）

○ 認可に当たっては、学生確保の見通しがあり、人材需要など社会の要請を踏まえたものであること、（認可基準）、
学生数が合理的に算定されていること（寄附行為審査基準）が要件。※設置認可も同様。

○ 定員の減少については、事前届出で足り、大学の判断でいつでも実施可能。※分野によっては例外あり。

定員管理に関する取扱い（学生確保・未充足関係）

20

【定員未充足の取扱い】
○ 完成年度までは設置計画履行状況等調査において、一定以上の定員の未充足があれば、改善を求める指摘を
付すとともに、未充足が著しい場合には、加えて入学定員の見直しの検討を促す指摘を付すこともある。

○ 認証評価においても、定員の未充足の改善を指摘。特に法科大学院については、定員の適切な設定を指摘。
○ 修学支援新制度では、収容定員の充足が３年連続で８割未満かつ他２要件全て満たさない場合、対象機関と
して確認しない。

○ 大幅な収容定員の未充足（５割以下）の学部等に対しては、私学助成を不交付。
○ 財務状況が悪化している法人に対して実施する学校法人運営調査において、定員充足は学納金収入等に直結す
る観点の一つとして、一定以下の割合の場合に必要な指導・助言を行う。定員未充足が著しい場合等には、状況に
応じ、学生確保に向けた対応策を立案・実施するとともに定員の見直しについて検討するよう指導を行う場合もある。

【大学による情報公表】
○ 入学者数・収容定員・在学者数に関する状況は、大学が公表すべき教育情報に含まれる。



○ 支援を受けた学生が大学等でしっかりと学んだ上で、社会で自立し活躍できるように、学問追求と実践的教
育のバランスの取れた質の高い教育を実施する大学等を対象機関とするための要件を設定。
１．実務経験のある教員等による授業科目が一定数※以上配置されていること。
※ ４年制大学の場合、１３単位（標準単位数１２４単位の１割相当）
＊ オムニバス形式で多様な企業等から講師を招いて指導を行う場合や、学外でのインターンシップや実習等を授業の中心に位置付けているな
ど、主として実践的教育から構成される授業科目を含む。

＊ 学問分野の特性等により要件を満たすことができない学部等については、大学等が、やむを得ない理由を説明・公表することが必要。

２．法人（大学等の設置者）の「役員」に外部人材が２人以上含まれること。
３．授業計画書（シラバス）の作成、GPAなどの成績評価の客観的指標の設定、卒業の認定に関する方
針の策定などにより、厳格かつ適正な成績管理を実施・公表していること。

４．関係法令に基づき作成すべき財務諸表等（貸借対照表、収支計算書など）や、定員充足状況や進
学・就職の状況など教育活動に係る情報を公表していること。

○ 教育の質が確保されておらず、大幅な定員割れとなり、経営に問題がある大学等について実質的に救済が
なされることがないようにするための経営要件を設定。
➤次の３点いずれにも該当する場合は、対象機関としない。

高等教育の修学支援新制度における大学等の機関要件について

① 直前３年度全ての収支計算書の「経常収支差額」がマイナス （法人の決算）

② 直前年度の貸借対照表の「運用資産－外部負債」がマイナス （法人の決算）

③ 直近３年度全ての在籍学生数が収容定員の８割未満※ （大学等の状況）
※ 専門学校の経過措置 ～令和２年度：６割未満、 令和３年度：７割未満、 令和４年度～：８割未満

対象機関リストはこちら：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/1420041.htm
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私立大学における入学定員充足率の推移

私立大学においては、入学定員充足率は年々上昇。令和２年度では、9割を超える私立大学が、入学定員充足率80%以上を達成。

入学定員充足率
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日本私立学校振興・共済事業団「令和2(2020)年度 私立大学・短期大学等 入学志願動向」より作成

区分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

入学定員未充足校 131 149 144 147 155 160 221 222 266 265 218 223 264 232 265 250 257 229 210 194 184

割合 27.8% 30.2% 28.3% 28.2% 29.1% 29.5% 40.2% 39.7% 47.1% 46.5% 38.3% 39.0% 45.8% 40.3% 45.8% 43.2% 44.5% 39.4% 36.1% 33.0% 31.0%

充足率80％以上校 414 412 432 445 454 468 454 433 411 433 461 465 456 469 456 465 460 491 517 536 553

割合 87.9% 83.6% 85.0% 85.4% 85.2% 86.3% 82.5% 77.5% 72.7% 76.0% 81.0% 81.3% 79.0% 81.4% 78.9% 80.3% 79.7% 84.5% 88.8% 91.3% 93.3%
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私立短期大学における入学定員充足率の推移

入学定員充足率

私立短期大学においては、入学定員充足率の推移は横ばいであるが、厳しい状況となっている。令和２年度では、
入学定員充足率80%以上の私立短期大学は全体の65%程度。

23日本私立学校振興・共済事業団「令和2(2020)年度 私立大学・短期大学等 入学志願動向」より作成

区分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

入学定員未充足校 267 245 209 190 164 159 194 227 242 245 215 225 230 198 207 192 208 204 212 228 215

割合 58.0% 54.6% 48.0% 45.7% 41.0% 41.5% 52.0% 62.2% 67.2% 68.8% 62.5% 66.6% 69.7% 61.1% 64.7% 61.0% 66.9% 67.1% 70.4% 76.8% 73.9%

充足率80％以上校 309 297 303 305 315 303 275 253 226 202 232 234 209 239 227 225 219 209 193 179 189

割合 67.2% 66.1% 69.7% 73.3% 78.8% 79.1% 73.7% 69.3% 62.8% 56.7% 67.4% 69.2% 63.3% 73.8% 70.9% 71.4% 70.4% 68.8% 64.1% 60.3% 64.9%
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